
5,450,212 千円

619,017,098 千円

624,467,310 千円

    【歳入の内訳】   

199,495 千円

1,743,000 千円

433,990 千円

3,059,284 千円

14,443 千円

１　補正概要 　

（１）７月豪雨災害復旧・復興対策 1,445,795 千円

　　　　社会インフラ等の復旧

　　　　　・土木関連施設　 　：（単）河川海岸改良事業、道路維持修繕費など
　　　　　・農林水産業関連施設 　：漁港災害復旧事業、漁港整備事業など
　　　　　・漂流・漂着物 　：海岸漂着物地域対策推進事業

（２）「安心・活力・発展プラン2015」の取組 1,498,431 千円

　　　　　①安心分野：ブロック塀等緊急安全対策関連事業、県央飛行場機能強化事業など

　　　　　②活力分野：工業団地等整備促進事業【債務負担行為】

　　　　　③発展分野：魅力あふれる農業高校情報発信事業など

（３）その他（決算剰余金の財政調整用基金等への積立） 2,505,986 千円

平成３０年度一般会計９月補正予算

７月豪雨災害からの復旧・復興に向け必要な経費を追加するとともに、倒壊の危険性があるブロック

塀の撤去など「安心・活力・発展プラン2015」の施策推進に要する経費を計上します。あわせて、今後

の健全な財政運営を図るため、２９年度決算剰余金を財政調整基金や減債基金等に積み立てます。

国 庫 支 出 金

補 正 予 算

既 決 予 算 額

累 計

県 債

繰 越 金

そ の 他

繰 入 金

(29年度9月補正後予算比△1.9%)



２　補正事業の内容

（１）７月豪雨災害復旧・復興対策

（単位：千円）

(4,400,716)

1,105,000

5,505,716

(115,276)

326,815

442,091

(81,081)

13,980

95,061

※ 予算欄の上段 (　　) は既決予算額、中段は補正予算案、下段は累計。　　は、新規事業。

漁港災害復旧事業等

事　業　名 予　算 所 管 課事　業　の　概　要

　土砂などの流入により航路埋塞等の被害を受けた小祝漁港（中
津市）、長洲漁港（宇佐市）の復旧を行う。
　・漁港災害復旧事業(公共事業)（276,347千円）
　・漁港整備事業　　　　　　　（ 46,468千円）
　・災害復旧調査費　　　　　　（  4,000千円）

漁港漁村整
備課

1

　道路に流出した土砂の除去等を行うとともに、災害の再発防止
のため、崩壊した道路法面等の補強工事や、河床や砂防ダムに堆
積した土砂等の除去を行う。
　・（単）道路防災事業        （ 26か所 160,000千円）
　・道路維持修繕費　　　　　　（137か所 240,000千円）
　・（単）河川海岸改良事業    （ 31か所 320,000千円）
　・（単）砂防改修事業        （  2か所 228,000千円）
　・（単）急傾斜地崩壊対策事業（  9か所 157,000千円）

道路保全課
河川課
砂防課

（単）道路防災事業
等

2

3

　県が管理する海岸などに滞留している草木等の漂流・漂着物を
回収のうえ処分する。
　・実施箇所：日出海岸（日出町）など１２か所 循環社会推

進課
海岸漂着物地域対策
推進事業

（産業廃棄物税基金活用事業）

新



（２）「安心・活力・発展プラン2015」の取組
（単位：千円）

(2,329,181)

1,337,378

3,666,559

(2,231,661)

1,237,347

3,469,008

(0)

35,758

35,758

(0)

44,273

44,273

(97,520)

20,000

117,520

(12,679)

71,215

83,894

【債務負担行為】

173,058

【債務負担行為】

145,000

10

築後５０年を経過し老朽化している国東署の移転建替に向け
て、用地の取得・造成を行う。
　・移転場所　くにさき総合文化センター南側民有地
　・庁舎建設　３２～３３年度（予定）

【債務負担行為期間：３０～３１年度】

警察本部会
計課

国東警察署整備事業

11

　野津東部工場用地の進入路を整備する臼杵市に対し、工事費の
一部を助成する。
　・補助率　１／２

【債務負担行為期間：３０～３１年度】

企業立地推
進課

工業団地等整備促進
事業

9

事　業　名 予　算 事　業　の　概　要 所 管 課

ブロック塀等緊急安
全対策関連事業

4

5

  県立学校や県営住宅、庁舎、警察署等の倒壊の危険性があるブ
ロック塀等について、速やかな撤去やフェンスの設置などを実施
する。
　【新】県立学校ブロック塀等緊急安全対策事業
　　　　　　　　　　　　　　（40施設  830,315千円）
　・県営住宅等管理対策事業  （ 9施設　 32,178千円）
  ・県有建築物保全事業　　  （21施設　 71,308千円）
　・警察施設改修費    　　　（58施設　253,732千円）
  ・教職員住宅等整備事業　  （11施設　 49,814千円）

建築住宅課
施設整備課
教育財務課
福利課
警察本部会
計課

県立学校ブロック塀
等緊急安全対策事業
等

【新】緊急消防援助隊のヘリベースに位置づけられている県央飛
行場の機能を強化するため、給油施設を増設する。
　・実施内容　給油タンク増設（１５．５㎘×２基）
　・完成予定　３１年３月 消防保安室

8

【新】住宅等の倒壊の危険性がある公道等に面したブロック塀等
について、撤去に要する経費を支援する市町村に対し助成する。
　・補助対象　危険なブロック塀を有する住宅等
　・補 助 率　１／２(県１／４、市町村１／４）
　　　　　　　限度額１０万円

建築住宅課
住宅耐震化総合支援
事業

7

　私立の幼保連携型認定こども園や保育所等社会福祉施設の倒壊
の危険性があるブロック塀等について、撤去やフェンスの設置に
要する経費を助成する。
　・補助対象　危険なブロック塀を有する社会福祉施設等
　・補 助 率　１／３～３／４（国の補助事業の採択を受けた
　　　　　　　場合）

高齢者福祉
課
こども未来
課
こども・家
庭支援課
障害福祉課

社会福祉施設ブロッ
ク塀等緊急安全対策
事業

6

　私立学校（幼・小・中・高）の倒壊の危険性があるブロック塀
等について、撤去やフェンスの設置に要する経費を助成する。
　・補助対象　危険なブロック塀を有する私立学校
　・補 助 率　１／３～１／２（国の補助事業の採択を受けた
　　　　　　　場合）

県央飛行場機能強化
事業

地震等によるブロック塀倒壊から県民の生命、財産を守るた
め、倒壊の危険性がある県有施設のブロック塀等について、緊急
安全対策を実施する。併せて、私立学校や社会福祉施設・住宅等
に対する助成制度を創設する。

こども未来
課
私学振興・
青少年課

私立学校ブロック塀
等緊急安全対策事業

新

新

新



(0)

2,510

2,510

(0)

7,328

7,328

(77,581)

80,000

157,581

（３）その他

（単位：千円）

(0)

2,505,986

2,505,986

15

　今後の健全な財政運営を図るため、２９年度決算剰余に伴う繰
越金（3,059,384）の一部を財政調整用基金などに積立てる。
　・財政調整基金  　　　1,019,795
　・減債基金            1,019,795
　・県有施設整備等基金　  466,396
　・芸術文化基金   　  　　80,000（再掲）

財政課
芸術文化ス
ポーツ振興
課

決算剰余金の基金へ
の積立

事　業　名 予　算 事　業　の　概　要 所 管 課

13

12
魅力あふれる農業高
校情報発信事業

  平成３１年４月１日の開校を目指す大分県唯一の農業単科校に
おいて、県外からの生徒呼び込みのため新たに導入する全国募集
に向けて、同校の魅力・特色を全国に発信する。
　・県外受験者募集に関する広報活動の実施
　・県外向けオープンキャンパスの開催（１０月）

14
芸術文化創造発信事
業

児童・生徒のスポーツを通じた学びを促進するため、オリン
ピック・パラリンピックを活用した教育に取り組む。
　・アスリート講演会の開催
　・パラリンピック競技体験学習の実施　など

　国民文化祭を契機として更なる芸術文化の振興を図るため、芸
術文化ゾーンにおける魅力ある事業展開や芸術文化施策の安定的
な財源確保に向け、決算剰余金の一部を芸術文化基金に積み立て
る。

芸術文化ス
ポーツ振興
課

高校教育課

体育保健課
スポーツを通じた学
び推進事業

新

新


